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１．＜策定の目的＞

２．＜財政状況の課題と要因＞

①

②

　野洲市は、平成１６年１０月に合併して誕生しました。本市がめざすべき都市像は、第１次総合計

画（改定版）で示した『豊かな自然と歴史に恵まれたにぎわいとやすらぎのあるまち～みんなが住み

たい、住み続けたいと実感できるまちづくり～』です。

　合併当初、本市は急激な行政サービスの統合や整理による混乱を避けるため、既存施設を維持した

うえで新たにコミュニティセンター、給食センターなどを整備し、さらに旧町が取り組んできた環

境・教育・福祉施策などのソフト事業についても従来どおり継承するといった行政運営を展開してき

ました。しかし、税収が伸び悩む中でこうした施策を進めてきたため、財政調整基金の取り崩しが常

態化し、加えて利用目的の不明瞭な土地の取得、実質的には公債費となる市独自の補助制度など、い

わゆる見えない借金が膨らみ、今日の財政運営を硬直化させる事態に陥っています。こうした状況の

中で、現在、人件費等の経常経費の抑制に努めると共に、合併特例債等の有効な制度を活用しつつ、

合併当初から課題となっていた学校の耐震化を完了し、新クリーンセンターの稼動や子育て支援など

の施策に取り組んでいます。

　そして、歳入では主要な財源である地方交付税が、平成２７年度から平成３１年度までの５年間で

一本算定となることから段階的に縮減されていること、歳出では国の制度改正による社会保障費の増

高や老朽化した施設や機能が重複する施設に要する維持管理費が嵩んでいること、また少子高齢化社

会を迎える中で子育てやにぎわいといった展望を持ったまちづくりを実現するための投資など、今後

の財政運営には多くの課題があります。

　本市では、財政運営に大きく影響を及ぼす施策が集中するこの時期に地方交付税の段階的縮減が重

なることから、平成26年８月に策定した行財政改革推進計画を基本に、更なる効率的な行財政運営

に取り組んでいくことが必要です。

　今回の中期財政見通しは、これまでの見通しを基にした推計を行い、限られた財源の中で一定水準

の行政サービスを安定的に提供し、かつ展望のある施策に取り組むため、公平性、公正性、透明性、

実現性、持続性の視点にたち、適正な行財政運営の確認と、より健全な財政規律の確保に取り組むこ

とを目標としています。

　そのために、現在の財政状況を再認識するとともに、将来を見据えた展望のある財政運営に取り組

むための指標として提示するものです。

平成２９年度野洲市中期財政見通しの策定について

　本市は、平成３０年度から平成3４年度までの財政収支見通しにおいて、財政健全化法による実質

公債費比率といった指標は一定増減する見込みで危険数値は下回りますが、指標計算の分母のひとつ

でもある地方交付税の段階的な一本算定への移行等により財源不足が生じることが予想されます。

　平成2８年度決算額では実質公債費比率が1３.６％、将来負担比率が１０６．８％といずれも対前

年度では悪化しており、経常収支比率は95.2％となり、平成２７年度の83.8％と平成２６年度の

90.6％と比較しても全体をみると財政硬直化が進み、高い数値が常態化しています。

　こうした財政状況に至った主な要因として、下記の事項が考えられます。

　２町の合併により事務事業は統合されたが、既存施設の統廃合が進まない中で、市民のニーズ

に応えるための施設を新設したことから、これに要する維持管理経費が嵩んでいること。また、

旧町時代に整備した施設は老朽化が進み、施設機能回復又は廃止等の方針が未確定であり人件費

を含め経費がかかっていること。

　過去に発行された市債等のうち、地方交付税に算入されない公債費、あるいは実質的な公債費
となる市単独の補助の負債残高が平成２９年度以降で約２８億あり、その償還が平成３６年度ま
で継続すること。
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③

④

①

②

③

３．＜中期財政見通しの時点修正＞

４．＜中期財政見通しの前提条件＞

（１）基本的事項

（２）試算の期間

（３）試算の対象

（４）推計方法

（５）項目ごとの具体的な前提条件

　本市は、国による社会保障制度と税の一体改革や地方分権改革の推進等にみられる動きや経済情勢

の変化を加味し、また本市が独自に抱える行政サービスの課題等を踏まえ、毎年、計画の翌年度から

５年間の財政運営の方針を時点修正したものを中期財政見通しとして策定しています。

　過去において土地開発基金等による不透明な財産取得が行われているなど、改善すべき行財政

運営上の課題が存在していること。

　既存のクリーンセンターの耐用年数については合併当時から明確になっていたにもかかわら
ず、総事業費約50億円の新クリーンセンター建設の対応策として、場所の選定や基金の創設な
どの対策を合併時に講じなかったことから、平成３０年度以降の財政見通しに大きな影響を与え
ていること。

　正規職員の年齢構成に偏在があって、平成２７～２９年度に大量退職者が見込まれている。こ

れは、人件費が最高潮となることも意味しており、再任用制度や今後の事務事業を考慮したうえ

で職員の適正化に努める必要があること。

　事務事業の見直しは急激な税収の落ち込みに対処するため平成２２～２３年度に集中改革プラ

ンを実施したものの、継続的に抜本的な見直しを行っていないこと。

　これらの現状を踏まえて中期財政見通しを推計すると、今後の課題として次の事項については行財
政改革の視点から重要な検討項目になると考えます。

　中期的な財政見通しの期間は、平成３０年度から平成３４年度までの５年間とします。

　普通交付税の逓減による歳入不足に対し、都市計画税などの新たな財源を確保するための方策
が未整備であること。

　普通会計を対象とします。

　過去の決算状況を参考に、平成３０年度当初予算時に想定される社会制度、施策等を踏まえ、普通

会計ベースで推計します。また、この見通しは現在取り組んでいる行財政改革の視点を加味したもの

とし、普通交付税の段階的縮減に対処することを目標に検討しています。

　平成３０年度以降の各年度における収支の見込みにあっては、次表のとおり一定の条件をもとに推

計します。

　＜注＞「普通会計」とは、本市の場合、一般会計（介護予防支援事業を除く。）、地域医療振

　　　　興資金貸付事業特別会計、墓地公園事業特別会計、基幹水利施設管理事業特別会計及び

　　　　土地取得特別会計を対象とします。

　平成２８年度決算及び平成２９年度決算見込を基本とし、収支の見込みを可能な限り把握すること

を前提に、今後の財政状況を推計します。なお、推計に当たっては、市税、扶助費、物件費等過去の

決算の推移等をもとに、係数を乗じて（成り行き推計）算出しています。
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　　　【歳入】

　　　【歳出】

※過去の財政見通しと決算額との乖離を算定し、一番高い項目について補正率を適用してい
る。　　　　　（歳出：人件費、物件費）

繰越金

　平成２９年度決算見込額と同程度として推計した。

　投資的経費に係る国・県支出金については、現行の補助率に基づき、計画を進め
ている事業を盛り込んで推計した。
　扶助費等については、平成２９年度決算見込額およびこれまでの決算を基に算入
される補助率を推計した。

　決算剰余金が４億円となるよう財政調整基金を繰り入れるとともに、減債基金や
地域振興基金等を計画的に繰入れることを基本として推計した。

使用料・手数料

国・県支出金

繰入金

　実質収支を4億円と設定し、決算見込額を同額として推計した。

補助費等
　これまでの決算の推移をもとに、平成２９年度決算見込額を基準として0.5％程
度の伸び率を見込んだ。

　投資的経費にかかる市債については、計画額で算定し、現行の充当率により推計
した。
　臨時財政対策債は、現行制度が継続することを見込んで推計した。

　これまでの決算の推移をもとに、平成２９年度決算見込額を基準として主要事業
ごとに伸び率を設定して推計した。

公債費
　既発債の償還計画に、現在着手している計画に伴う新発債を加算して推計した。
また、一時借入金利子については平成２９年度決算見込額を基に一定額を見込ん
だ。

市債

市　　　　　税

譲与税・交付金

地 方 交 付 税

分担金・負担金

　平成２９年度決算見込額を基準に、これまでの決算の推移をもとにしながら、内
閣府の試算（市民税）、また、税制改正を見込んで推計した。

  平成２９年度決算見込額を基準に、これまでの決算の推移をもとにしながら、制
度改正を見込んで推計した。

　普通交付税については、合併特例法に基づく特例措置が平成２７年度から段階的
に縮減していることから、逓減を見込んで推計した。
　特別交付税については、平成２８年度決算額をベースに総額抑制の動きをもとに
推計した。

　平成２９年度決算見込額と同程度として推計した。

その他の収入 　平成２９年度決算見込額の特殊事情を控除し、恒常的な収入を推計した。

人件費
　定員適正化計画に基づき、各年度の退職者数と採用者数を推計した。また、給与
改定分についても一定額を見込んでいる。

物件費
　これまでの決算の推移をもとに、平成２９年度決算見込額を基準として0.5％程
度の伸び率を見込み、平成３１年１０月以降の消費税増税を前提に推計した。

扶助費

維持補修費 　平成２９年度決算見込額と同程度と見込んで推計した。

投資的経費 　計画に基づき進めている主要事業および例年取り組む事業分を加えて推計した。

その他 　平成２９年度決算見込額と同程度で推移するものと推計した。

積立金 　決算剰余金の１／２以上を財政調整基金に積み立てることを基本に推計した。

繰出金
　工業団地、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険の繰出金についてそれぞれ
推計した。特に、後期高齢者医療および介護保険への繰出しは平成２９年度決算見
込額に対して２％の持続的な伸び率を見込んだ。
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　【歳入】 （単位：千円）　

7,986,174 8,236,847 8,296,004 8,419,004 8,521,204 8,553,619 8,631,404

個人市民税 2,849,467 2,828,856 2,899,600 2,972,100 3,028,600 3,077,100 3,117,100

法人市民税 710,306 930,895 954,200 978,100 996,700 1,012,600 1,025,800

固定資産税 3,993,805 4,049,551 4,018,104 4,048,004 4,078,304 4,049,319 4,079,404

軽自動車税 123,610 127,271 129,800 132,400 135,000 137,700 137,700

たばこ税 308,986 300,274 294,300 288,400 282,600 276,900 271,400

1,077,067 1,129,400 1,124,700 1,149,400 1,426,800 1,297,100 1,297,300

2,213,317 2,429,974 2,400,978 2,511,728 2,398,672 2,565,887 2,570,990

普通交付税 1,877,837 2,109,974 2,080,978 2,191,728 2,058,672 2,225,887 2,230,990

特別交付税 335,480 320,000 320,000 320,000 340,000 340,000 340,000

3,844,751 3,842,300 3,728,600 4,119,500 3,812,500 3,744,100 3,734,700

1,354,308 587,300 949,500 989,200 1,026,000 585,500 337,500

2,339,536 1,643,911 1,395,700 2,424,000 1,265,000 973,000 1,059,300

うち臨財債振替額 290,836 784,511 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

2,197,635 3,220,552 4,067,130 2,227,568 1,949,859 1,949,859 1,949,859

分担金及び負担金 453,986 472,429 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000

使用料及び手数料 667,218 677,124 678,259 678,259 678,259 678,259 678,259

財産収入 176,680 1,150,050 2,142,271 25,000 25,000 25,000 25,000

寄付金 2,647 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

繰越金 543,500 534,749 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

諸収入 353,604 383,200 368,600 646,309 368,600 368,600 368,600

21,012,788 21,090,284 21,962,612 21,840,400 20,400,035 19,669,065 19,581,053

　【歳出】 （単位：千円）　

10,471,364 10,959,886 10,162,099 10,179,063 10,056,814 10,020,267 10,020,386

人件費 3,746,901 3,633,686 3,602,699 3,558,763 3,526,014 3,533,467 3,539,186

扶助費 3,701,527 3,906,700 3,946,500 3,987,900 4,030,900 4,075,500 4,121,900

公債費 3,022,936 3,419,500 2,612,900 2,632,400 2,499,900 2,411,300 2,359,300

5,008,255 5,831,725 5,642,030 5,943,795 5,930,925 5,978,780 5,990,430

物件費 3,317,984 3,501,225 3,446,030 3,440,995 3,448,025 3,465,980 3,484,030

維持補修費 68,482 66,000 67,300 68,600 70,000 71,400 72,800

補助費等 1,621,789 2,264,500 2,128,700 2,434,200 2,412,900 2,441,400 2,433,600

2,423,495 1,891,500 3,506,800 2,874,200 1,385,500 934,400 1,033,600

2,574,925 2,006,444 2,251,154 2,442,509 2,626,517 2,334,972 2,136,586

積立金 271,045 361,880 608,000 537,965 230,000 210,000 210,000

貸付金 4,800 126,564 109,254 340,244 800,717 246,672 266,586

繰出金 2,299,080 1,518,000 1,533,900 1,564,300 1,595,800 1,878,300 1,660,000

20,478,039 20,689,555 21,562,083 21,439,567 19,999,756 19,268,419 19,181,002

534,749 400,729 400,529 400,833 400,279 400,646 400,051

平成33年度

野 洲 市 の 中 期 財 政 見 通 し　（ 普 通 会 計 ）

地方交付税

国、県支出金

繰入金

計

一般行政経費

義務的経費

投資的経費

その他

歳入歳出差引

その他

計

市債

区分

地方譲与税・交付金等

市税

区分 平成34年度

平成34年度

平成28年度
決算額

平成29年度
決算見込額

平成30年度 平成31年度

平成29年度
決算見込額

平成28年度
決算額

平成33年度平成32年度平成31年度平成30年度

平成32年度

（注）見通し期間（H３０～H3４）の歳入にも財政調整基金からの繰入を計上しています。 
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【歳入】
（単位：千円）　

区分
平成28年度

決算額
平成29年度
決算見込額

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

市税 7,986,174 8,236,847 8,296,004 8,419,004 8,521,204 8,553,619 8,631,404

地方譲与税・交付金等 1,077,067 1,129,400 1,124,700 1,149,400 1,426,800 1,297,100 1,297,300

地方交付税 2,213,317 2,429,974 2,400,978 2,511,728 2,398,672 2,565,887 2,570,990

国、県支出金 3,844,751 3,842,300 3,728,600 4,119,500 3,812,500 3,744,100 3,734,700

繰入金 1,354,308 587,300 949,500 989,200 1,026,000 585,500 337,500

市債 2,339,536 1,643,911 1,395,700 2,424,000 1,265,000 973,000 1,059,300

その他 2,197,635 3,220,552 4,067,130 2,227,568 1,949,859 1,949,859 1,949,859

計 21,012,788 21,090,284 21,962,612 21,840,400 20,400,035 19,669,065 19,581,053

今 後 の 財 政 見 通 し　（ 普 通 会 計 ）

（主な項目別の分析と今後の課題）
○市税　･･･　前年度の急激に進んだ円高等の影響を受けた大手主要法人の回復により一定、法人市民税
　が復調し、今年度は予算ベースでの安定した収入となる見込みです。
　　また、景気回復による個人所得の上昇による個人市民税の増収と固定資産税の微増が見込まれるもの
　の、基本総額のベースが低く安定財源の底上げがないと、中長期的には、厳しい状態が続きます。
　　特に、法人市民税は、国の制度改正による減収が今後も見込まれるうえ、大手主要法人の動向に左右
　される状況に変わりはないことから、同税を中心とした市税全体の動向を慎重に見極めていくことが必
　要です。

○地方交付税　･･･　普通交付税における合併算定替の特例期間終了による段階的縮減が平成27年度より
　始まっており、一本算定となる平成32年度以降は、縮減前と比べ、約3.3億円減収となる見込みであ
　り、経常的な減収への対応が求められています。

○市債　･･･　市債のうち、投資的経費の財源としての部分については、新クリーンセンター等大型事業
　の整備が一定終了し、基本部分は、投資的事業の抑制に伴って借入額も減少していく見込みです。
　　ただ、今後、既存施設の大規模改修、修繕等も必要となることから、将来の見通しを持った中での計
　画的な借入れが必要です。

○他の歳入　･･･　地方消費税交付金は、消費税率10％への増額が平成31年10月に伸びたことで増収が
　先送りとなるなど各種交付金については、国税・県税と連動するものであり、国による制度改正や経済
　情勢に大きく影響を受けることから、必要な情報収集等歳入額の見極めに努めていく必要があります。
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（単位：千円） 
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【歳出】
（単位：千円）　

区分
平成28年度

決算額
平成29年度
決算見込額

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

義務的経費 10,471,364 10,959,886 10,162,099 10,179,063 10,056,814 10,020,267 10,020,386

一般行政経費 5,008,255 5,831,725 5,642,030 5,943,795 5,930,925 5,978,780 5,990,430

投資的経費 2,423,495 1,891,500 3,506,800 2,874,200 1,385,500 934,400 1,033,600

その他 2,574,925 2,006,444 2,251,154 2,442,509 2,626,517 2,334,972 2,136,586

計 20,478,039 20,689,555 21,562,083 21,439,567 19,999,756 19,268,419 19,181,002

（項目別の分析と今後の課題）

●義務的経費（人件費・扶助費・公債費）　･･･　人件費及び公債費は、団塊の世代の大量退職が続くこ
　とで職員の代謝が進むこと、また、投資的事業を厳選し抑制することへの取り組みによりそれぞれ減少
　していく見込みです｡
　　しかし、扶助費では対象者の増加や制度の拡充等により社会福祉サービス関係経費の増加等から逓増
　が続くと見込まれ、歳入の減少に対応した業務の見直しによる適正な定員管理、効果的な事業の選択等
　が求められています。

●一般行政経費（物件費・維持補修費・補助費等）　･･･　物件費については、新電力の導入や長期継続
　契約、自治体クラウドの推進等により削減に努めているところですが、最低賃金上昇による負担も増加
　することが見込まれ、また、各施設の老朽化が進むことで維持修繕費用が増嵩していくことから、業務
　の効率化や適正執行による経費の縮減が必要です。
　　また、補助費等においては、今後の病院事業の開設等運営経費を見込んだ他、経費の約1/3が一部事
　事務組合、すなわち、消防や斎場のように市民生活に欠かせない業務の負担金であり、市単独では判断
　できない部分ですが、効率的な算定となるよう経費の見直しについて協議していくことが必要です。

●投資的経費　･･･　クリーンセンター整備は完了し、今後は、例年実施している道路整備や公共施設等
　の改修の他、公共施設等総合管理計画等に基づく事業経費等一定額の財政負担が必要な見込みです。

　　しかし、野洲駅南口周辺整備事業等の手法、事業費の未確定な要素も見込まれることから、今後、
　投資的経費の事業の実施に当たっては、慎重な検討と年度間の調整が必要です。

●その他（積立金・貸付金・繰出金）　･･･　計画的な財政運営に努め、減債基金や公共施設等整備基金
　への積立を行い、後年度への備えが必要です。
　　繰出金については、高齢化の進展による保険事業会計への備え、国民健康保険事業の広域化に伴う
　影響について留意する必要があります。
　　なお、病院事業開院時の初年度運営貸付金、施設整備等に係る出資金などを見込んでいます。
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（単位：千円） 

 今後の主な投資的経費として、幼保一元化でこども園整備事業、野洲駅北口広場整備

事業、余熱利用施設整備運営事業、小学校・中学校増築事業等を見込んでいます。 



7

【収支】
（単位：千円）　

区分
平成28年度

決算額
平成29年度
決算見込額

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

歳入歳出差引 534,749 400,729 400,529 400,833 400,279 400,646 400,051

（単位：千円）　

区分
平成28年度

決算額
平成29年度
決算見込額

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

財源不足補てん額 ▲ 590,204 ▲ 58,000 ▲ 492,000 ▲ 799,000 ▲ 267,000 ▲ 281,000 ▲ 314,000

（現状の分析と今後の課題）
●　現在の市財政は、基金の活用を前提としたものであることから、財政調整基金からの繰入金を活用で
　きない場合は、平成３０年度から収支不足が見込まれます。これに対し基金繰入を活用した場合、平成
　３４年度には、財政調整基金残高が約９億円まで減少する見込みとなっています｡
　　また、平成3４年度までの収支不足の累積見込額は、約２１億円を超え、これは、平成2９年度の標
　準財政規模の１割を超える額となります。
　　このため、収支不足の解消に向けた経常経費の効率化による削減を図るとともに、既存事業や補助制
　度の目的達成による縮小や廃止、新規歳入確保の検討などを行い、基金の醸成を図ることが必要です。
　　また、投資的事業の効果的な時期による実施等総合的な見直しに常時努めていく必要があります。
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  注）計画期間の数値は、財政調整基金からの繰入れを行い従来どおりの行政サービスを継続する場合で 
     
    約４億円収支があるとなっています。下の表のとおり、財源不足を補てんする基金繰入が無ければ 
     
    単年度で赤字になります。 

▲ 800,000 

▲ 700,000 

▲ 600,000 

▲ 500,000 

▲ 400,000 

▲ 300,000 

▲ 200,000 

▲ 100,000 

0 

100,000 

平成28年度 

決算額 

平成29年度 

決算見込額 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 

収支差引額 （単位：千円） 



  8

（単位：千円）

Ｈ27決算 Ｈ28決算 Ｈ29末見込 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末 Ｈ33末 Ｈ3４末

2,217,658 1,882,581 2,090,526 1,798,526 1,199,526 1,125,526 1,037,526 917,526

364,104 334,292 334,343 334,343 334,343 334,343 64,343 46,343

248,446 248,486 208,552 108,552 8,552 0 0 0

27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500

39,651 39,653 39,653 39,653 39,653 39,653 39,653 39,653

51,323 51,395 51,395 51,395 51,395 51,395 51,395 51,395

4,802 4,851 6,882 6,882 6,882 6,882 6,882 6,882

249,705 245,701 245,701 245,701 245,701 245,701 245,701 245,701

1,074,700 698,700 344,700 44,700 0 0 0 0

0 10,000 10,000 388,000 695,965 0 0 0

4,277,889 3,543,159 3,359,252 3,045,252 2,609,517 1,831,000 1,473,000 1,335,000

単位：千円

Ｈ27決算 Ｈ28決算 Ｈ29末見込 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末 Ｈ33末 Ｈ3４末

2,217,658 1,882,581 2,090,526 1,798,526 1,199,526 1,125,526 1,037,526 917,526

1,074,700 698,700 344,700 44,700 0 0 0 0

計 3,292,358 2,581,281 2,435,226 1,843,226 1,199,526 1,125,526 1,037,526 917,526

市立病院整備運営基金

上記のうち財政調整基金･地域振興基金の推移見込み

普通会計における基金残高見込み

財政調整基金

　計

地域振興基金

財政調整基金
＜実質残高（見込額）＞

地域振興基金

減債基金

墓地公園整備基金

湖岸地域振興基金

ふるさと水と土基金

まちづくり基金

市営住宅整備基金

公共施設等整備基金
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（注）下図のグラフは、いづれも見通し期間の各年度の不足額を財政調整基金および地域振興基金を活用するとした 
   場合の基金残高の推移を見込んだものです。 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

安定保有規模想定額 ≒ 20億円 

最低保有規模想定額≒6億円 
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（単位：千円）

H24
決算

H25
決算

H26
決算

H27
決算

H28
決算

H29
見込

H30
見込

H31
見込

H32
見込

H33
見込

H3４
見込

既発債残高 27,511,150 27,241,143 26,799,569 28,864,176 26,800,206 25,920,263 25,129,339 24,057,035 24,134,778 23,129,324 21,870,763 

新発債予定 － － － － － 859,400 895,700 1,924,000 765,000 473,000 559,300 

既発臨時財政対策債 999,683 1,208,814 842,721 725,052 290,836 － － － － － －

新発臨時財政対策債 － － － － － 784,511 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 

　計 28,510,833 28,449,957 27,642,290 29,589,228 29,139,742 27,564,174 26,525,039 26,481,035 25,399,778 24,102,324 22,930,063 

※臨時財政対策債とは、地方交付税として交付すべき財源が不足した場合、その不足額を地方自治体が市債を発行し、
  

　　これに要する元利償還金を、全額後年度の普通交付税に算入するもので普通交付税の代替財源

（単位：千円）

H24
決算

H25
決算

H26
決算

H27
決算

H28
決算

H29
見込

H30
見込

H31
見込

H32
見込

H33
見込

H34
見込

公債費 3,160,081 3,214,561 2,784,604 2,905,857 3,022,936 3,419,500 2,612,900 2,632,400 2,499,900 2,411,300 2,359,300 

地方債残高の推移と推計

公債費の推移と推計
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実質公債費比率の推移
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『実質公債費比率』とは、市税や普通交付税などのように使いみちが特定されず、毎年度経常的に収入される財源の
うち、公債費や公営企業債（下水道事業債など）に対する繰出金など公債費に準じるものを含めた実質的な公債費相
当額に充当されたものの占める割合を示します。過去３ヵ年の平均値で表します。 
 これは、平成18年度から地方債の発行に際して、協議制度が導入され、その基準として設けられたもので、この
比率が18％以上の団体は、地方債の発行に際しては国の許可が必要となります。また、25％以上の団体は地方債の
発行が制限されます。 
 

起債制限ライン 

起債許可ライン 【18.0%】起債発行の許可条件として「公債費負担適正化計画」策定が必要 

【25.0%】単独事業の許可が認められない 

13.6 13.4 
13.0 

11.9 
12.1 12.8 

12.2 

実質公債費比率 ＝ 
元利償還金  + 準元利償還金  – 特定財源    – 元利償還金等に係る交付税算入額 

標準財政規模  –  元利償還金等に係る交付税算入額 



【参考資料】

（単位：千円）

Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27末見込 Ｈ28末 Ｈ29末 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末

1,357,765 1,708,742 1,936,486 1,176,722 833,872 599,346 462,720 123,694

253,369 283,711 284,105 4,105 0 0 0 0

219,047 119,343 228,448 128,448 28,448 0 0 0

27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500

73,065 39,619 39,703 39,703 39,703 39,703 39,703 39,703

51,029 51,177 51,330 51,330 51,330 51,330 51,330 51,330

7,671 8,351 5,912 4,112 3,812 3,512 3,212 2,912

233,980 248,691 246,511 246,511 246,511 246,511 246,511 246,511

1,371,600 1,321,600 1,039,600 789,600 539,600 289,600 39,600 0

3,595,026 3,808,734 3,859,595 2,468,031 1,770,776 1,257,502 870,576 491,650

単位：千円

Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27末見込 Ｈ28末 Ｈ29末 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末

1,357,765 1,708,742 1,936,486 1,176,722 833,872 599,346 462,720 123,694

1,371,600 1,321,600 1,039,600 789,600 539,600 289,600 39,600 0

計 2,729,365 3,030,342 2,976,086 1,966,322 1,373,472 888,946 502,320 123,694

上記のうち財政調整基金･地域振興基金の推移見込み

地域振興基金

平成27年度中期財政見通しにおける基金残高見込みの写しですが、各年度
の財政運営による予算積立及び取崩しにより、決算との乖離があります。

市営住宅整備基金

財政調整基金
＜実質残高（見込み額）＞

地域振興基金

普通会計における基金残高見込み

財政調整基金

公共施設等基金

計

減債基金
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湖岸地域振興基金

ふるさと水と土基金

まちづくり基金

0 

500,000 

1,000,000 

1,500,000 

2,000,000 

2,500,000 

3,000,000 

3,500,000 

4,000,000 

Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27末見込 Ｈ28末 Ｈ29末 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末 

地域振興基金 

墓地公園整備基金 

まちづくり基金 

湖岸地域振興基金 

市営住宅整備基金 

ふるさと水と土基金 

公共施設等基金 

減債基金 

財政調整基金 

3,595,026 

3,808,734 
3,858,095 

2,468,031 

1,770,776 

1,257,502 

870,576 
491,650 

0 

500,000 

1,000,000 

1,500,000 

2,000,000 

2,500,000 

3,000,000 

3,500,000 

Ｈ25決算 Ｈ26決算 Ｈ27末見込 Ｈ28末 Ｈ29末 Ｈ30末 Ｈ31末 Ｈ32末 

地域振興基金 

財政調整基金 

＜実質残高（見込み額）＞ 

（注）下図のグラフは、いづれも見通し期間の各年度の不足額を財政調整基金および地域振興基金を活用するとした 
   場合の基金残高の推移を見込んだものです。 
   平成27年度は、不足額が発生しない見込みであるため財政調整基金の取崩しはないものとして推計しています。 
   

2,729,365 
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888,946 
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123,694 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

基金積立必要想定額 ≒ 20億円 

最低必要想定額 
≒6億円 
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